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変化する社会（トランスフォーム）

現在、様々な境界が消えていく、
ボーダレスの時代に入った
• 少子高齢化⇒年代の壁が消える

• 情報化⇒地域の壁が消える

• 国際化⇒国境が消える

• 民営化⇒官民の境が消える

• 男女共同参画化⇒男女の壁が消える
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こうした社会は、何をもたらすのか

• 少子高齢化は、社会の孤立化を招いていく。
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家族構成の変化
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出典：総務省「国勢調査」。その他世帯には類型不詳の世帯を含む。１世帯の人員は社会福祉施設等に住む世帯を除いた世帯の平均
※ 表示単位未満は四捨五入のため内訳と合計が合わない年がある

１世帯の人員

● 人口が減少する一方で、世帯数は増加

● ひとり親世帯は４７５万世帯となり、この２５年で１．７倍増
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高齢者単身世帯の割合は増加
（６５歳以上の一人暮らし高齢者の動向）

5出典：内閣府「平成29年版高齢社会白書」

● 65歳以上の女性の5人に1人が一人暮らし（H27)

実績値 推計値（千人） （%）

男

女

女

男

１人暮らしの人数

１人暮らしの者が高齢者
人口に占める割合



出典：厚生労働省 高齢者の認知症実態調査（平成25年6月発表）
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●日本の認知症患者数は推計462万人。高齢者の15％が認知症に。

●年齢とともに急速に増加し、80歳を超えると5歳毎に有病率は倍増。

高齢者の認知症有病率
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認知症高齢者数の将来推計

・ 2025年の全国の認知症高齢者数は1.5倍、700万人。

京都で１６人に一人は認知症！

2012年 2025年 増加率

認知症高齢者数（全国） 462万人 700万人
1.5倍

京都府にあてはめた場合 約9.7万人 約15万人

資料：厚生労働省研究班による推計。
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増加する孤立死

8
出典：厚生労働省：人口動態統計から作成
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※孤立死、孤独死に法的定義がなく統計値がないため、「立会人のいない死亡者数」で代用
(「立会人のいない死亡」：死亡時に立会人がおらず 、死因が特定できないケースを指し、

孤立死であっても死亡原因が特定された場合は、当該数値から除かれる)

全国
H7を100とした
場合の推移

京都府
立会なし死亡者数

立会なし死亡推移

死亡者全体

● 平成７年から平成２７年で、孤立死は７．５倍に（死者数全体は１．４倍）【全国】
● 京都でも孤立死は増加傾向（平成７年→平成２７年 ： ５．５倍）



平成２５年住宅・⼟地統計調査
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関西
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小豆島
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消費生活相談の状況

○全国の消費生活相談の状況

・前年と比べ約10万
件増（101.8万件）

・架空請求に関する
相談が25.8万件とな
り、この10年で最多

「出展：令和元年版 消費者白書（消費者庁）」
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相談内容の特徴

● 高齢者の相談のうち詐欺的な手口に関する相談は、250件と増加
している。（前年度比117.4% ㉙213件）

高齢者相談件数に占める割合は16.2%と昨年度より1.6%増加した。

○高齢者の消費者被害

● 平成30年度の京都府（市町村除く）の 消費生活相談窓口で受け付け
た相談 4,768件の内、高齢者(65歳以上）からの相談は1,545件（37.4％
（無回答を除く））で、前年度より増加（前年度比106.1% ㉙1,456件）
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○高齢者への架空請求等対策

● 架空請求対策や詐欺的手口には警察、消費生活センター、福祉部局
等の連携や地域における見守りが必要

「出展：令和元年版 消費者白書（消費者庁）」
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繋がる社会（コネクト）

• ソーシャルキャピタルの低下の一方

• 新しいつながりが生まれていく
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MaaSな社会の登場

• 所有からServiceへ 「X ａｓ ａ Service」

• 独占、寡占（ＧＡＦＡ）から地域へ

• 新たな自治の可能性
• しかし危険も
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